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認知症対応型共同生活介護（グループホーム）待機者等調査結果 

        （平成 31 年 1 月 21 日現在） 

   

 １ 米子市の認知症高齢者の状況                             

  本市における認知症高齢者数を把握したものはありませんが、介護認定者数における約６割が

認知症高齢者自立度がⅡ以上であり約３割が自立度Ⅲ以上であることから認定者のうち２，５０

０名以上が自立度Ⅲ以上であり今後この数は増える傾向にあります。 

 

米子市の認知症対応型共同生活介護事業所の開設状況について 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  平成３１年１月１８日現在 事業所数 ２２事業所 定員計 ３３３名 

     

 

 ２ 調査概要                                     

  （１）概要 

    ・調査期間 

          平成 30 年 12 月 10 日～平成 31 年 1 月 18 日 

    ・調査対象事業所数 

     米子市内に所在地のある認知症対応型共同生活介護事業所 22 事業所 

    ・回答事業所数 

     18 事業所（平成 31 年 1 月 21 日現在） 定員計 279 名 
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 ３ 調査結果                                      

  （１）年齢男女別   

年齢 男性（人） 女性（人） 合計（人） 

６５歳～６９歳 1 3 4 

７０歳～７４歳 3 4 7 

７５歳～７９歳 5 23 28 

８０歳～８４歳 8 41 49 

８５歳～８９歳 17 56 73 

９０歳以上 9 109 118 

合計 43 236 279 

 

  （２）認知症自立度・要介護別（人） 

    

  要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 

認
知
症
自
立
度 

Ⅰ 0 5 1 1 0 0 7 

Ⅱa 0 9 2 3 2 0 16 

Ⅱb 0 12 14 11 6 1 44 

Ⅲa 0 18 34 41 23 10 126 

Ⅲb 0 3 11 17 2 2 35 

Ⅳ 1 5 10 11 7 11 45 

M 0 0 1 1 1 3 6 

合  計 1 52 73 85 41 27 279 

 

  （３）入居期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20.4% 29.4% 11.5% 10.8% 28.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

入居期間

１年未満

１～２年未満

２～３年未満

３～４年未満

４年以上

※入居期間は各施設の開設期間における数値の合計であり平均値ではない。
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 （４）退所理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （５）入居者が在宅で生活するための条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  その他（概要） 

○独居での在宅生活は困難なので、介護者の同居が必要。地域の理解と協力も不可欠。 

○家族等身寄りのいない方が増えている。部屋代、食事代が上がると生保の方の入る場所が

なくなると考える。 

○７０前後の年齢の方の申込があるが、現ＧＨでは日常生活に問題あり、他の方と上手にや

っていけない場面あり、等、家族に説明が困難な場合ある。 

○ご利用者の家族（出来るだけ多くの）や周囲の協力 

○近隣住民の理解 

○介護保険外サービス（インフォーマルサービス） 

31.0%

1.6%

17.1%15.5%

34.8%

退所理由(H27.4.1～H30.11.1)

死亡

居宅

特老

他施設

その他

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

家族の知識・技術・理解

医療連携

小多機の利用

その他のサービス

その他

入居者が在宅で生活するために必要な条件（複数回答）
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  （６）在宅復帰できない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その他（概要） 

○介護は、２４時間労働（在宅で見るには）となる。肉体的にも、精神的にも、在宅での

介護は難しい。 

○入居される時点で、在宅での生活が無理だと判断し入居されるケースが多い。 

○地域の協力がない 

○地域に小多機など柔軟なサービスがない 

   

（７）待機者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 自宅 老健 病院 その他 合計 

人 数 １６６ ８５ ６６ ５３ ３７０ 
  

１事業所平均 約２１名  ユニット平均 約１２名 
     

最小 ７名（２ユニット）  最大 ４０名（３ユニット） 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

本人の意思

身体的な状態

認知症の症状

家庭環境や家族の状況

その他

在宅復帰できない理由（複数回答）

0 50 100 150 200

自宅

老健

病院

その他

待機者数
（人）
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４ 待機者情報等の情報提供についてのアンケート                     

  （１）待機者情報の他施設への確認の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２）他事業所への提供の可否 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  その他（概要）   

○半年に１度程度で良い。 

○法人内のグループホームは毎月待機者数等の情報交換をしている。 

○他の施設に提供したことで何を共有すべきかわからない。 

○待機者の現在の状況については、３ヶ月に１回確認をしている。他の事業所への確認

は、行ったことがない。確認をする意味が不明 

○提供してもかまわないと思うが、法人との相談が必要 

７事業所

１１事業所

待機者情報を他の施設に確認したことがあるか？

ある

なし

１２事業所１事業所

５事業所

待機者数の他事業所への提供

提供しても良い

提供すべきではない

その他
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○提供することについての目的が分からない。 

○必要に応じて提供すれば良いと思う 

 

 （３）待機者数の情報提供期間について 

    

毎月 ２ヶ月に１回 その他 

０ ３ ９ 

 

  その他（概要）  

○自施設の待機者は非常に多く、他施設の情報は特に気にならないが、情報収集期間は

半年に１回位で良いと思う。 

○待機者数の変動ある月と何カ月も変動ないときもあるため。 

○１か月や２か月では、そこまで変化がないように思われる。 

○問い合わせ時には随時情報提供している。年間の入所希望者は多数ではないので、4

ヶ月～6 ヶ月に 1 度でもいいのではないかと考える。 

○待機者数を情報提供、収集する意味はなんでしょうか？家族が施設を選んで申込を行

っており、収集提供する意味がよくわからない。 

○半年に一度くらいのペースで確認したいと考えるが・・・優先順位をつけて、直近の

方との連絡はとるようにしている。 

○提供依頼があった場合。 

○６ヶ月に１度程度 

○頻繁に入退去があるわけではないので四半期に一度か半年に一度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



 



       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅介護実態調査集計結果 

 第８期介護保険事業計画に向けた基礎調査 

 

米子市長寿社会課 

令和元年 11月 
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１ 調査概要  

（１）アンケート調査の目的  

 「在宅介護実態調査」は 、令和３年度から３ヶ年の計画となる第８期介護保険事

業計画の策定において、「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就

労継続」の実現に向け、「サービス利用」の実態と「アウトカム」の関係性を調査分

析によって明確にしたうえで、今後のサービス整備の方向性を検討することを目的と

して、主に在宅で要支援・要介護認定を受けている方を対象として調査を実施したも

のです。 

 地域目標を実現するための方向性を示すためには、現状をもとに、これまでの人口

構造の変化等により、単純に直近のサービスの利用量等を伸ばしていく、いわゆる自

然体推計に加え、これを修正するための議論とそのための材料が必要となります。「在

宅介護実態調査」はこうした新しい計画立案プロセスを目指すための基礎調査と位置

付けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
の策定に向けた具体的な議論 

その他調査 

介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査 

在宅介護実態調査 

地域ケア会議等に

よる課題整理 

見える化システム 

サービスの整備方針 
サービス見込量に関す

る自然推計の修正 

＜第８期介護保険事業計画と各種調査の関係＞ 
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（２）調査期間  

 令和元年７月～８月 

（３）調査の対象者  

本調査の対象は、在宅で生活している要支援・要介護者のうち「要支援・要介護認

定の更新申請・区分変更申請」をし、対象期間中に認定調査を受けた人です。 

 したがって、医療機関に入院している人、特別養護老人ホーム・老人保健施設・介

護療養型医療施設・特定施設・グループホーム・地域密着型特定施設・地域密着型特

別養護老人ホームに入所又は入居している人は、調査の対象とはなっていません（な

お、特定施設入居者生活介護又は地域密着型特定施設入居者生活介護の指定を受けて

いない有料老人ホーム、ケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅などの入居者は在

宅として、本調査の対象としている）。 

 また、調査対象者数について、厚生労働省の試行調査において、人口１万人以上の

有効サンプル数を６００サンプルと示していることから調査数を６００サンプルの

収集を目標として実施しました。 

（４）調査方法  

  ① 調査対象者の抽出 

    平成３１年１月１日～令和元年６月３０日の６ヶ月の期間に要介護認定結

果を受けた被保険者３，６６９名（認定非該当者を含む）のうち、以下の対象

者を除いた１，４８１名の要支援・要介護認定者を調査対象者としました。 

 

 

 
       ※住民票は自宅のまま、施設入所、入院等をされている方も含まれます。 
 
 

     ※調査の対象者としない方 

      〇新規の申請者・・・介護保険サービスの利用実績がないため。 

      〇市外転出者・死亡者等、本市における介護保険の資格を喪失した方 

      〇在宅で生活していない方 

      （医療機関に入院している方、特別養護老人ホーム等の施設に入所 

        されている方） 

       ※有料老人ホーム、サ高住、ケアハウス等で特定施設入居者生活介護 

        の指定を受けていない施設は在宅とみなします。 

調査対象者    １，４８１名 
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 ② アンケート調査項目の選択 

    「在宅介護実態調査」の調査項目については、厚生労働省から、「基本調査項

目（９項目」」「オプション調査項目（１０項目）」が設定されており、基本調

査項目９項目に合わせ、オプション調査項目４項目を調査項目とした。これは、

本市が必要性を判断した調査項目を必要最小限とし、できる限り調査項目を減

らし、高齢者が回答し易くすることに配慮したためです。     

   （資料：「在宅介護実態調査 調査票」参照） 

  ③ 郵送調査 

     令和元年８月１日（木曜日）付けで住所地へ郵送によるアンケート調査の依

頼を行いました。（回答期限 令和元年８月３０日） 

    前回、平成２８年の実施時には、認定調査時の聞き取り調査を行っていまし

たが、調査票の収集に約７ヶ月間かかったこと。認定調査員への負担が大きい

こと。家族（介護者）が不在の場合が多く、介護者への調査が不十分であった

ことから今回は郵送による調査を実施しました。 

（５）集計方法  

 調査票の調査項目による単純集計に合わせ、要介護認定データを活用したクロス集

計により被保険者番号によって、「認定データ」と「調査結果」を関連付けた集計を

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        図：厚生労働省資料抜粋 

（６）回答率  

   回答票 ６５５名 ／ 調査票依頼数 １，４８１名 ＝ ４４．２％ 
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２ 調査結果（基礎情報：要介護度等） 

（１）回答者の基本情報  
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【障がい高齢者の日常生活自立度判定基準】 

寝
た
き
り 

ランクＢ 

 
屋内での生活は何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体
であるが、座位を保つ。 
 １．車いすに移乗し、食事、排泄はベッドから離れて行う。 
 ２．介助により車いすに移乗する。 

ランクＣ 

 
１日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替えにおいて介助を要する。 
 １．自力で寝返りをうつ。 
 ２．自力では寝返りもうてない。 

 

 

 

 

 

 

生
活
自
立 

ランクＪ 

 
何らかの障がい等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外
出する。 
１．交通機関を利用して外出する。 
２．隣近所へなら外出する。 

準
寝
た
き
り 

ランクＡ 

 
屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出しない。 
 １．介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する。 
 ２．外出の頻度が少なく、日中も寝たり、起きたりの生活をしてい

る。 
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【認知症高齢者の日常生活自立度判定基準】 

ランク 判断基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 

何らかの認知症を有するが、日常生活は家
庭内及び社会的にほぼ自立している。 

 

Ⅱ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動
や意思疎通の困難さが多少見られても、誰
かが注意していれば自立できる。 

 

Ⅱ
ａ 

家庭外で上記Ⅱの状態がみられる。 
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金
銭管理などそれまでできたことにミス
が目立つ等 

Ⅱ
ｂ 

家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問
者との対応など一人で留守番ができな
い等 

Ⅲ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動
や意思疎通の困難さが見られ、介護を必要
とする。 

 

Ⅲ
ａ 

日中を中心として上記Ⅲの状態が見られ
る。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にでき
ない、時間がかかる。 
やたらに物を口に入れる、物を拾い集め
る、徘徊、失禁、大声・奇声をあげる、
火の不始末、不潔行為、性的異常行為等 

Ⅲ
ｂ 

夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られ 
る。 

ランクⅢａに同じ 

Ⅳ 

日常生活に支障を来たすような症状・行動
や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に
介護を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

Ｍ 

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤
な身体疾患が見られ、専門医療を必要とす
る。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精
神症状や精神症状に起因する問題行動
が継続する状態等 
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３ 調査結果（単純集計：Ａ票）  

（１）世帯類型  

図表 1-1 世帯類型（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 前回調査（平成２９年度実施）と単純に比較はできませんが、単身世帯 26.4%(前

回 21.2%)、夫婦のみの世帯 27.0%(前回 18.1%)と高齢者のみの世帯の割合が増加

しています。 

（２）家族等による介護の頻度  

図表 1-2 家族等による介護の頻度（単数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 家族や親族（別居している家族等を含む）による介護の頻度についての回答です。 

 単身世帯の増加（図表 1-1 参照）に伴い、家族等による介護がない方の割合が

23.1%です。（前回調査 12.5%）また、約半数の 49.8%の方がほぼ毎日、家族等

による介護を受けています。 
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（３）主な介護者の本人との関係  

図表 1-3 主な介護者の本人との関係（単数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）主な介護者の年齢  

図表 1-4 主な介護者の年齢（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 主な介護者については、子（46.6%）が一番多く、次に配偶者（30.6%）となっ

ています。これは割合も含め、前回調査と変わっていません。 

 介護者の年齢については、60 代が最も多く、介護者の高齢者が進んでいます。 
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（５）主な介護者が行っている介護  

図表 1-5 主な介護者が行っている介護（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）介護のための離職の有無  

図表 1-6 介護のための離職の有無（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）主な介護者が行っている介護  
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図表 1-7 在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）施設等検討の状況  

図表 1-8 施設等検討の状況（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  施設等の検討について、「検討中」「申請済み」とした方は、合わせて 29.5%でし

た。近年、特別養護老人ホームだけでなく、認知症対応型共同生活介護（グループホ

ーム）や介護付き有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護）等、入所施設の多様化

により、高齢者の住まいについて検討している方が増加している傾向であると考えら

れます。 

 平成 31 年 4 月 1 日現在の特別養護老人ホームの在宅での待機者は、74 名となっ

ています。 
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４ 調査結果（単純集計：Ｂ票）  

（１）主な介護者の勤務形態  

図表 2-1 主な介護者の勤務形態（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）主な介護者の方の働き方の調整の状況  

図表 2-2 主な介護者の働き方の調整状況（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先から

の支援  
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図表 2-3 就労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先 

からの支援（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）主な介護者の就労継続の可否に係る意識  

図表 2-4 主な介護者の就労継続の可否に係る意識（単数回答） 
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（５）今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じ

る介護  

図表 2-5 今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護

（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  主な介護者の 38.5%が何らかの仕事を行っており、そのうち 28%のひとが介

護のために労働時間を調整しながら働いています。（図表 2-1,2） 

  勤め先からの支援については、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」が 27.6% 

と最も多く、「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」が 21.5%と続

きています。（図表 2-3） 

  主な介護者の就労継続の可否については、15.9%のひとが「続けていくのは、

やや難しい」または「続けていくのは、かなり難しい」と回答しています。（図表

2-4） 

    「主な介護者が不安に感じる介護」は、前回の調査結果と同じように「日中・夜

間の排泄」「認知症状への対応」「外出の付き添い」や食事準備等の生活支援に高い

割合となっていますが、これは介護度に応じ傾向が違いますのでクロス分析にて傾

向を見ます。（図表 2-5） 
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５ 調査結果（クロス集計）  

    在宅限界点の向上のためのサービス提供体制   

（１）要介護度・認知症自立度の重度化に伴う「主な介護者が不

安に感じる介護」の変化  

図表 3-1 要介護度別・介護者が不安に感じる介護 
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図表 3-2 認知症自立度別・介護者が不安に感じる介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   〇図表3-1、3-2は介護度別と認知症自立度別の介護者が不安に感じる介護です。 

  〇要介護度が重度化及び認知症自立度ではⅡ以上において、日中、夜間の排泄の

介護が高い傾向にあります。これは、前回の調査においても同様の結果が出て

おり介護者にとっては最も不安に感じる介護であると言えます。 

  〇また、介護度や認知症自立度が軽度の高齢者では、外出の付き添いや食事、家

事等の生活援助への不安が高くなっています。 

  〇一方、要支援１・２、要介護１・２においては、食事の準備、家事、外出への

付き添い等生活支援に対する不安が大きくなっていることが分かります。 
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（２）要介護度の重度化に伴う「サービス利用の組み合わせ」の

変化  

図表 3-3 要介護度別・サービス利用の組み合わせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4 要介護度別・サービス利用の組み合わせ 

 

 

 

 

 

〇 図表 3-3、3-4 は要介護度別のサービス利用の組み合わせです。 

〇 要介護２以下では、通所系のサービス利用者が半数以上を占めていますが、要

介護３以上では、訪問系及び訪問系を含む組み合わせのサービス利用者が約半

数を占め、通所系サービスは、４割程度に減少しています。   



18 
 

（３）「サービス利用」と「施設等検討の状況」の関係  

〇ここでは、「施設等検討の状況」について「要介護度」「世帯類型」や「介護サービ

スの組み合わせ」等と集計分析を行います。 

〇「検討中」や「申請済み」と比較して、「検討していない」ケースで多くみられる

ような「サービス利用の組み合わせ」を推進するような支援・サービスの整備を進

めていくことで、在宅限界点の向上につながることなどが期待されます。 

 

図表 3-5 要介護度別・施設等検討の状況 

 

 

 

 

 

 

図表 3-6 世帯類型別・施設等検討の状況 

 

 

 

 

 

〇図表 3-5 と図表 3-6 は、要介護度別及び世帯類型別と施設の検討状況を集計いた

ものです。 

〇単身世帯で要介護度が高いほど、施設入所を検討している割合が高くなっています。

夫婦のみとその他世帯では差がないことから独居生活であるために居宅生活に不

安を感じることが施設入所等を検討する原因の一因である可能性があります。 
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〇図表 3-7 から図表 3-9 までは、サービス利用の組み合わせと施設等検討の関係を

表した表です。 

〇要介護度が高くなると施設等の検討をしていない方の割合が、訪問系のみのサービ

スを利用している場合、髙くなる傾向はありますが、訪問系のみのサービスを利用

している方の割合も低く、一概に訪問系のみのサービスが有効であると言えません。

要介護度が高くなった場合でも訪問系を中心として状況に合ったサービスの組み

合わせが必要となると考えます。 

図表 3-7 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護３以上） 

 

 

 

 

 

 

図表 3-8 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（要介護４以上） 

 

 

 

 

 

 

図表 3-9 サービス利用の組み合わせと施設等検討の状況（認知症Ⅲ以上） 
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〇ここでは、訪問系、通所系、短期系それぞれに要介護 3 以上と認知症自立度Ⅲ以上

に分けてサービスの利用回数と施設の検討状況との関係について示しています。

（図表 3-10～図表 3-15） 

〇訪問系及び通所系サービスの利用回数と施設の検討状況について明確な傾向はみ

られませんでしたが、短期系 15 回以上で要介護 3 以上の利用者は「施設入所申

請済」「検討中」が 9 割を占め、認知症自立度Ⅲ以上では全員が「施設入所申請済」

でした。 

図表 3-10 サービス利用回数と施設等検討の状況（訪問系、要介護３以上） 

 

 

 

 

 

 

図表 3-11 サービス利用回数と施設等検討の状況（訪問系、認知症Ⅲ以上） 

 

 

 

 

 

 

図表 3-12 サービス利用回数と施設等検討の状況（通所系、要介護３以上） 
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図表 3-13 サービス利用回数と施設等検討の状況（通所系、認知症Ⅲ以上） 

 

 

 

 

 

 

図表 3-14 サービス利用回数と施設等検討の状況（短期系、要介護３以上） 

 

 

 

 

 

 

図表 3-15 サービス利用回数と施設等検討の状況（短期系、認知症Ⅲ以上） 

 

 

 

 

 

 

（４）「サービス利用」と「主な介護者が不安に感じる介護」の関係 

〇 「在宅生活の継続に向けてポイントとなる介護（主な介護者の不安が大きな介護 

等）」について、「主な介護者が不安に感じる」割合を下げることは、在宅介護実態

調査で想定する「アウトカム」の１つです。 

〇 ここでは「サービス利用の組み合わせ」との関係を集計分析することで、地域目

標を達成するためのサービス整備方針の検討につなげることなどを想定していま
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す。 

〇 したがって、「主な介護者の不安」が比較的小さくなるような「サービス利用の

組み合わせ」を推進するようなサービス整備を進めていくことで、在宅限界点の向

上につながることなどが期待されます。 

 

図表 3-16 サービス利用の組み合わせ別・介護者が不安を感じる介護（要介護３以上 ） 

 

 

  



 23 
 

図表 3-17 サービス利用の組み合わせ別・介護者が不安を感じる介護（認知症Ⅲ以上） 
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図表 3-18 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（訪問系、要介護３以上） 
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図表 3-19 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（訪問系、認知症Ⅲ以上） 
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図表 3-20 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（通所系、要介護３以上） 
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図表 3-21 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（通所系、認知症Ⅲ以上） 
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図表 3-22 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（短期系、要介護３以上 ） 
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図表 3-23 サービス利用回数別・介護者が不安を感じる介護（短期系、認知症Ⅲ以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 
 

６ 調査結果（クロス集計）  

    仕事と介護の両立に向けたサービス提供体制   

（１）基礎集計  

〇 主な介護者の就労状況（フルタイム勤務・パートタイム勤務・働いていない）別

に、介護度や介護者の特徴などの基礎的な集計を行っています。 

図表 4-1 就労状況別・主な介護者の本人との関係 

 

図表 4-2 就労状況別・主な介護者の年齢 

 

図表 4-3 就労状況別・要介護度 
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図表 4-6 就労状況別・家族等による介護の頻度 

 

 

 

 

 

 

（２）介護サービスと介護者の就労継続見込み  

〇 ここでは、「主な介護者が行っている介護」と「今後の就労継続見込み」につい

て、主な介護者の就労状況別に集計分析をしています。 

〇 「主な介護者が行っている介護」について、例えば、「働いていない」人と比較

して、「フルタイム勤務」や「パートタイム勤務」で少ない介護は、働いている介護

者が、他の介護者や介護サービスの支援を必要としているものと考えられます。 

○ 図 4-7「就労状況別・主な介護者が行っている介護」において、「働いていない」

に人と「フルタイム勤務」や「パートタイム勤務」の人との比較において、生活介護

より「日中・夜間の排泄」や「衣服の着脱」等身体介護に係る介護について割合が高

くなっています。 

〇 なお、就労継続見込みの分析においては、「問題なく、続けていける」の割合と、

「問題なく、続けていける」と「問題はあるが、何とか続けていける」をあわせた「続

けていける」と考えている人の割合の２つの指標に着目しています（図表 4-8、9,10）。 
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図表 4-7 就労状況別・主な介護者が行っている介護 
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図表 4-8 就労状況別・就労継続見込み 

 

図表 4-9 要介護度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

 

図表 4-10 認知症自立度別・就労継続見込み（フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 
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（３）「介護保険サービスの利用状況」・「主な介護者が不安に

感じる介護」と「就労継続見込み」の関係  

図表 4-11 就労継続見込み別・介護者が不安に感じる介護（フルタイム勤務＋パートタイム勤務）  
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図表 4-12 就労状況別・サービス利用の組み合わせ 

 

図表 2-17 サービス利用の組み合わせ別・就労継続見込み 

（要介護２以上、フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

 

図表 2-18 サービス利用の組み合わせ別・就労継続見込み 

（認知症自立度Ⅱ以上、フルタイム勤務＋パートタイム勤務） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 
 

【資料】 在宅介護実態調査 調査票様式 
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